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抄　　録

新型コロナウイルス感染症（以下、コロナ禍）が及ぼす社会的影響は、社会的弱者の若者にも影響を
及ぼしている。特に、精神疾患へ移行する可能性のある若者、すでに精神疾患を抱えながら一般就労
を目指す若者にとって、コロナ禍に起因する労働環境の悪化（解雇・失業率の増加）により、働く場を
失いさらに生活の場を失ってしまうことによる症状の悪化などが懸念される。

彼らの就労形態の中には、非正規雇用かつ寮付き派遣の仕事が多く、解雇によって住居も同時に失
ってしまうケースも起こっている。生活環境の悪化によりさらに精神症状が顕著になることも懸念さ
れ、早期介入の必要性からもコロナ禍の中で、どのように早期に支援体制を構築し地域ならびにチー
ムで支えていくべきかの段階になっていると考える。

一方、若者のリカバリーのスピードや可能性においては、筆者の支援機関での事例からも期待する
ところでもあり、彼らのストレングスを活かした支援スキームを、コロナ禍によって失われつつある
あたりまえの生活を取り戻すための就労支援のあり方を、どのようにカスタマイズしていくか本稿で
考察した。

今後の雇用情勢にもよるが、大都市圏の求人と地方での求人の傾向から、さらに感染のリスクを回
避する上でも生活の場を一時的に地方へ移行し就労支援を行いながら、安心安全な生活の場を提供し
ていくことからスタートし、段階的かつ包括的な支援スキームを構築していく。

1．はじめに
厚生労働省のデータによると、「新型コロナウイルス感染症に起因する雇用への影響について」、

2021年度7月時点で、宮城県における解雇等見込み労働者数は2,667人となっており、特に非正規労働
者の減少などが傾向として起きている（厚生労働省, 2021a）。また、若年無業者・失業者について、総
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務省統計局「労働力調査（基本集計）2021年（令和3年）6月分結果」を見ると、15歳〜24歳の世代で
2019年4月と比較していくと、26万人→33万人（7万人増）となっており、最も影響が大きいことがわ
かる（総務省統計局, 2021）（図1）。また若年無業者は「非労働力人口（就業者、完全失業者以外の者）の
うち、家事も通学もしていない者」と定義されていることから、高校・専門学校・大学等の若者がアル
バイトの減少による打撃が影響していることも推測される。
 　そのような状況下において、筆者の運営機関でもある社会的弱者の若者への就労支援のコンテンツ
としてあらたに導入した「Cash for Work」の支援スキームの事例に沿って、コロナ禍における今後の
若者の就労支援のあり方を考えていきたい。

図１　年齢階級別完全失業者数（総務省統計局　労働力調査P4より抜粋　2021）

2．倫理的配慮
本論の作成に際し、事例には本論に対する説明を行い、書面にて同意を得た。

3．キャッシュ・フォー・ワーク（以下CFW）とは
NPO法人Switch（以下Switch）では、2021年度より、内閣府による休眠預金等活用法に基づく助成

金を受け、CFWを取り入れた、コロナ禍における雇い止めや就労機会の急激な減少に直面した若年無
業者に対し、職能開発を目的とした雇用の提供として「CASH FOR WORK MIYAGI2020」を開始した。

CFWのはじまりは、1960年頃から行われてきたフード・フォー・ワークが前身と言われており、飢
餓発生時の人道支援手法として、次の飢餓の発生を予防するための行動を農民に実施してもらうため
のインセンティブとして食料給付を利用。 その後は、現物よりも現金を用いた支援の有効性が認識さ
れCFWが誕生したと言われており、現在は、一時的な失業者のセーフティネットとして広く世界で活
用されているということが示されている（永松, 2013）（図2）。

CFWのメリットは、①個人のエンパワーメントが可能になること　②短期的な雇用創出につなが
ることがあげられるが、一方デメリットとして　①プログラムへの依存を引き起こすこと　②安全上
のリスクなどがある（Mercy Corps, 2008）。
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図2　キャッシュ・フォー・ワークとは（永松, 2013）

4．コロナ禍の若者への緊急時における職能開発を目的とした雇用の提供（CFW）
Switchでは、社会的弱者の若者への就労支援の場として、2013年より石巻市内に「石巻NOTE」、

2014仙台市内に「仙台NOTE」を開設し通所型の支援活動を行っている。当初は、こころの病のある
若者への早期支援・早期介入を重点に個別援助付き雇用Individual Placement and Support（以下
IPS）を理念とした就労支援の活動を行ってきた。ストレングス視点による支援アプローチは、本人の
豊さ、生得的な才能、スキルなど多様な強みを見つけ出していくプロセスを大事にしていくものであ
る（Becker and Drake, 2003）。本人が働きたいと希望を語ることを尊重し就労支援を行うことは、一
方で失敗というリスクも背負うことにもなりうる（Swanson and Becker, 2015）。

しかし、それらの経験は、本人にとって失敗のままでの経験を重ねるということではなく、伴走者と
経験を共有することで体験が経験に変わっていくプロセスを大切にすることを意味する。

CFW MIYAGIでは、これまで「農業」と「IT」の分野で開拓した就労支援先へ8名の若者が職能開発
を目的とした雇用を実現している（図3）。

農業編
【仙台地区】

仙台駅から車で20分程度の、比較的都市部での小規模農業法人にて実習を行っている。
小規模な農業法人で実習することで、実践的な営農〜出荷の流れについて、幅広く吸収することが

出来ている。
一方で大型の農業生産法人で求められるスピードや、生産量の確保のための作業量の経験を積むこ

とは、今後の課題として残る。
【石巻地区】

住み込みにて5か月間の実習を実施している。ホップの生産に関わる苗の管理、圃場整備や、冬場
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のセリの収穫、出荷作業、春の本格的な生産に向けての土づくりなど、幅広い作業を経験することが出
来た。

図3　NPO法人Switch CFW MIYAGIの取り組み事例（農業分野）

IT分野（図４）
仙台地区にて、研修を中心に実施することが出来ている。将来の方向性によって４つのグループに

分かれてきているため、グループごとの活動概要は以下の通りとなる。
【IT（映像：就職）グループ】

1名が映像関係の起業にて、職場実習をしながら将来的な就職、あるいは起業を目指している。現場
の実習を進めながら、起業チームとの連携も視野に入れる。

【IT（映像：起業）グループ】
2名は映像関連の起業を目指して活動を開始している。現在は仙台市内の生花店のプロモーション

映像の制作を開始するとともに、事業モデルの構築に取り組み始めている。今後は仙台市内の企業と
の連携を進めながら、秋の起業を目指して活動を進める。

【IT開発グループ】
将来プログラミングや開発系の職業を目指す対象者に対して、現在基本的なOfficeの操作、データ

ベース、Pythonなど、初歩的な言語の習得を目指した講座を展開している。
今後の実習先の開拓が課題となる。

【ITデザイングループ】
現在基本的なITスキルの習得に加え、デザイン系のアプリケーションAdobe Creative Cloudなど

のトレーニングに取り組んでいる。今後はWEBやDTP関連業界の実習先を開拓する。
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図4　NPO法人Switch CFW MIYAGIの取り組み事例（IT分野）

5．事例紹介（長岡千裕、石巻NOTE Plus、精神保健福祉士・公認心理師）
A氏、10代男性。高校中退後、アルバイトを行い生活していたが、諸事情により施設に入所となる。

退所後は支援者の紹介でB市に就職。職場が用意した住居で単身生活を開始するが数ヶ月で退職とな
り、住居も退居となる。その後支援者が紹介したC市の自立準備ホームに入居。入居後に精神的不良
が出始め入院。自立準備ホームは退所となる。退院後は住まいが確保できずD市の緊急居住支援に一
時滞在。就労支援のために当法人に支援要請。就労支援の準備を行うもコロナ禍における有効求人倍
率の低下、非正規雇用ならびにアルバイト求人が減少している背景からも早期に就労に繋がりにくい
状況下にあった。同時に住居支援も必要であったことから、まずは本人のストレングスアプローチを
行った。その結果、本人が農業や自然の多い地域での暮らしに関心を示したことから、CFWを活用
し、E市F地区で住居支援を受けながら農業の仕事に従事することとなった。

6．移住・就労の状況
体験宿泊・就労を行い、本人への意思確認を重ねて、開始。就労は、CFWで定められた1日7時間、

週4日の時間帯で農業に従事した。居住環境は、就労支援先の事務所兼作業場と同建物内に居住支援
用の居室・風呂や台所等があり、寝具や家電などは備え付け。食料支援も居住支援に含まれており、
食事や食材提供を受けた。就労支援先が居住支援も行なったため、同じ職員が関わっている。週1回
当法人が運営する若者支援の事業所に通所し、生活・就労面の振り返りやサポート、制度手続きの支
援を行った。F地区は農村的地域であり生活のための社会資源がほぼないため、送迎支援を行い週1
回の通所に合わせて市街地に行き、買い物や散髪等の生活のための用事を済ませてもらった。A氏に
とっても、市街地に行くことは良い気分転換になっていたようである。A氏は運転免許、車を持って
おらず、移動や就職活動の大きなハードルとなった。
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7．経過
CFWを活用し、就労先と住居を確保したうえで、農業に従事しながら今後の就労についても検討し

ていった。通院は継続していたが、体調は安定しており就労や生活に支障はなく、医療福祉に関する
制度は利用していない。本人からも自分は対象ではないと希望はなかった。Ａ氏は自然が好きであ
り、様々な不便を感じながらでも、農業の仕事や住環境は好ましく感じていたようである。また就労
先の職員がインフォーマルな立場で仕事面や生活面等に気配りしていただき、安心できるサポーティ
ブな存在となっていたようであった。求職活動や転居地の話をすると本人から「延長はできないのか」
と話がでることもあった。CFW期間残り3ヶ月あたりより、具体的に就職先・転居先を検討、就職活
動を始める。就職活動を始めたことで、運転免許の問題や就職先が限定的であること、居住支援を受
けられなくなることの課題に直面することとなった。その頃より時折不調が出始め、CFW残り2ヶ月
となった頃に体調が急激に悪化し、再入院となった。入院中にCFWの期間が終了している。また入
院費の関係から生活保護を受給。退院後は自立支援医療制度を利用している。

8．この取り組みの効果と考察
A氏は退院と同時にD市に転居し、訪問看護を利用しながら新生活を開始している。体調の不安は

あるものの、働くことがA氏の希望である。当法人も支援を継続している。A氏とCFWの経験を振
り返ると、E市に移住し農業に取り組んだ経験は大変だったと話すものの、否定的ではなく、自らが希
望した自然が多い地域での暮らしや農業で実際に働いたという経験、仕事を通じた人との関わりが、
本人の今の生活や今後の仕事を自ら選択していく上で糧となっている様子が窺えている。CFWを通
じた就労支援は、収入が保障されながら、自らが希望する業種へのチャレンジやスキルアップができ
ることがメリットである。反面、期限があるため、時間的制約が生じること、慣れた職場を離れる環境
変化があることが、対象者の特性によっては大きな負担となると考えられる。限られた期限でどのよ
うに支援をしていくのか、出口支援をしっかり行なっていく必要があると感じる。

筆者は精神障害者の地域定着支援などに従事していたが、本ケースに関しては、移住後の生活では
病や障害の影響はほとんど見られなかったため、本人の疾患をどのように評価するのか、福祉的な介
入をどの程度したら良いのか、あるいはしないほうが良いのかという見極めが非常に難しいと感じて
いた。A氏の年齢や本人などの希望を考慮すると、緩やかに見守りかつ緊急時に対応できるサポート
体制が必要と思われるが、再発を避けていくことや就職のみを目指すサポート体制では、本人の希望
や選択を尊重していくことからかけ離れていく上に、この先本人が生きていく上で必要な様々な経験
を積む機会を限定的にしてしまう印象がある。本人の希望を大切にしながらも、客観的に本人や環境
のアセスメントを行い、かつ本人や環境の変化に合わせて柔軟に評価や活用する社会資源を変更して
いく姿勢が必要となると考えている。

9．若者の早期支援早期介入の課題
初回エピソード精神病状態の若者に対する支援サービスにおいて、私たちはストレングス視点を大

事にしながら様々な社会資源をつなぎ、信頼できる大人とのゆるい関係性の構築を行っている。ま
た、病気とは診断されないが、何らかの不適応状態に日常的な生活が困難になる若者は、援助希求行動
が乏しい。そういった若者へどう支援につなぐべきかは課題のひとつでもある。その難しさは、行動
変容にも起因しており、急激に回復していくことで、支援を必要としない時期があること、本人に自覚
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がないことによるものなど多様である。心理社会的リスクのある若者への支援アセスメントをどのよ
うにしていき、支援体制を早期に構築するかも課題となっている。

思春期から20代へ移行する時期は、社会的、個人的、感情的発達に重要な時期でもあり、キャリア形
成においても人生で重要な選択を熟考する自立へ向けた準備期間でもある（Pugh and Lamb, 2010）。
その行動変容のスピードに、ときに支援者が翻弄されることもあるが、彼らの世界観を知ること、学ぶ
こと、さらに聞き続けることで、彼らにフィットする支援サービスを提供していくことが重要である。

10．おわりに
コロナ禍による影響は、社会的弱者の若者への就労機会の提供が減少するだけではなく、未来への

希望も奪っていくのではないだろうか。新たな就職氷河期と言われる時代にならないことを思うばか
りである。景気後退があった際に、既存の雇用維持が優先されてしまうことは、これまでにも起こっ
てきた。特に社会的弱者の若者が、再び労働市場に入りづらい構造となっている。コロナ禍の影響は、
若者の未来、そして働くことにも大きな影響を及ぼしている。

このような社会の中でも、CFWの取り組みがより発展的なスキームとなり、多様な就労のスタイル
で自分らしい働き方を見つけ出すきっかけになっていくことが「社会で必要とされている存在である
自分」を感じ、エンパワメントされていくことにつながるのだと期待していきたい。

また、多様な農業による就労スタイルのひとつとして、厚生労働省が2021年度に示した生活困窮者
自立支援制度によると、就労準備事業の中間的就労支援を活用した農業における就労支援の取り組み
も柔軟な働き方による就労の場として実施している民間団体もあり、「農福連携」として実施されてい
る（厚生労働省, 2021b）。

私たちは、これからも多様な選択肢や視座を持ち、彼らの可能性を信じ、CFWのような新しい支援
のあり方を構築、また創造していくことで、これからも彼らの未来に寄り添っていきたいと考える。

なお、本論文に関連して開示すべき利益相反はない。
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